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第 1章  総則 

 

第 1節  目的 

 

この計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号。以下「法」とい

う。）第３３条第 1項の規定に基づき、旭川市域における河川等の洪

水や内水による水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、

もって公共の安全を保持することを目的とする。 

 

第２節  用語の定義 

（略） 

18 氾濫発生水位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害が生じる氾濫の発生する

水位（堤防天端高（又は背後地盤高））をいい、市町村長の緊

急安全確保の発令判断の目安となる水位である。 

19～24 （略） 

 

第３節 水防の責任及び処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

２ 国土交通省北海道開発局（旭川開発建設部） 

⑴ 洪水予報の発表及び通知に関すること(旭川地方気象台と共同

で)。 

   石狩川水系(上流)河川の洪水予報区及び水防警報区（別表１３） 

（略） 

３ 気象庁（旭川地方気象台） 

第 1章  総則 

 

第 1節  目的 

 

この計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号。以下「法」とい

う。）第３３条第 1項の規定に基づき、旭川市域における河川等の洪

水による水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もっ

て公共の安全を保持することを目的とする。 

 

第 1節  用語の定義 

（略） 

（追加） 

 

 

 

18～23 （略） 

 

第３節 水防の責任及び処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

２ 国土交通省北海道開発局（旭川開発建設部） 

⑴ 洪水予報の発表及び通知に関すること(旭川地方気象台と共同

で)。 

  石狩川水系(上流)河川の洪水予報区及び水防警報区（別表１３） 

（略） 

３ 気象庁（旭川地方気象台） 

 

 

 

 

 

雨水出水浸水想定

区域の指定に伴う

文言の追加 

 

 

新たな防災気象情

報開始に伴う定義

の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言の削除 
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（略） 

⑵ 洪水予報の発表及び通知に関すること（旭川開発建設部と共同

で）。 

石狩川水系（上流）河川の洪水予報区（別表１３） 

（略） 

 

第４節 安全配慮 

 

 洪水又は内水のいずれにおいても、次のとおり水防従事者自身の安

全確保に留意して水防活動を実施するものとする。 

避難誘導や水防作業の際も、水防従事者自身の安全は確保しなけれ

ばならない。 

 

１ 水防活動時にはライフジャケット等を着用する。 

２ 水防活動時の安否確認を可能にするため、通常のものが不通の場

合でも利用可能な通信機器を携行する。 

３ 水防活動は、ラジオを携行する等、最新の気象情報を入手可能な

状態で実施する。 

４ 水防活動は原則として複数人で行う。 

５ 水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

６ あらかじめ活動可能な時間を共有した上で、長時間にわたるとき

は、事故防止のために随時、水防従事者を交代する。 

７ 事前に退避する場所及び方法を共有し、警笛などの合図を定めて

おく。 

８ 出水期前に、水防従事者を対象とした安全確保のための研修を実

施する。 

（略） 

⑵ 洪水予報の発表及び通知に関すること（旭川開発建設部と共同

で）。 

石狩川水系（上流）河川の洪水予報区（別表１３） 

（略） 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防従事者の安全

配慮に関する記述

の追加 
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第２章  水防組織 

 

第 1節 市の組織 

（略） 

第２ 水防本部の組織 

１ 水防本部の組織は、旭川市地域防災計画風水害・雪害・火山災害

対策編第２章第１節の定めるところに準じ、別表１のとおりとし、

特に水防に関係ある各部の水防事務は次のとおりとする。 

（略） 

⑸ 援護部（福祉安心部）・子育て支援部（こども・女性・若者未

来部）・健康保健部（健幸保健部）・建築部（建築部） 

要配慮者利用施設の利用者避難に関すること。 

（略） 

第６ 北海道大規模氾濫減災協議会 

法第１５条の１０の規定により、北海道知事は、法第１１条第

１項又は法第１３条第２項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被

害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進する必要な協議

を行うための協議会（以下、「北海道大規模氾濫減災協議会」と呼

ぶ）を次に掲げる者をもって組織するものとする。 

１ 北海道知事 

２ 当該河川の存する市町村の長 

３ 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理

者 

４ 当該河川の河川管理者 

５ 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する札幌管区気象台

第２章  水防組織 

 

第 1節 市の組織 

 

第２ 水防本部の組織 

１ 水防本部の組織は、旭川市地域防災計画風水害・雪害・火山災害

対策編第２章第１節の定めるところに準じ、別表１のとおりとし、

特に水防に関係ある各部の水防事務は次のとおりとする。 

（略） 

⑸ 援護部（福祉保険部）・子育て支援部（子育て支援部）・健康

保健部（健康保健部）・建築部（建築部） 

要配慮者利用施設の利用者避難に関すること。 

（略） 

第６ 北海道大規模氾濫減災協議会 

法第１５条の１０の規定により、北海道知事は、法第１１条第

１項又は法第１３条第２項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被

害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進する必要な協議

を行うための協議会（以下、「北海道大規模氾濫減災協議会」と呼

ぶ）を次に掲げる者をもって組織するものとする。 

(1) 北海道知事 

(2) 当該河川の存する市町村の長 

(3) 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理

者 

(4) 当該河川の河川管理者 

(5) 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する札幌管区気象台

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付番の修正 
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長、又は地方気象台長 

６ 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の北海道

知事が必要と認める。 

（略） 

第４章  通信連絡等 

（略） 

第３節 気象等の通信連絡 

 

第１ 水防活動用の警報等 

   水防管理者又は水防に関係ある機関は、常に気象の状況に注

意するとともに、旭川地方気象台、旭川開発建設部及び旭川建

設管理部から発表される次の水防活動用の警報等の処理に遺漏

のないようにしなければならない 

１ 水防活動に用いられる予報、警報等の種類及び発表機関 

 
（注） 洪水予報区、水防警報区等は別表１３のとおりである。 

長、又は地方気象台長 

(6) 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の北海道

知事が必要と認める者 

（略） 

第４章  通信連絡等 

（略） 

第３節 気象等の通信連絡 

 

第１ 水防活動用の警報等 

水防管理者又は水防に関係ある機関は、常に気象の状況に注

意するとともに、旭川地方気象台、旭川開発建設部及び旭川建

設管理部から発表される次の水防活動用の警報等の処理に遺漏

のないようにしなければならない。 

１ 水防活動に用いられる予報及び警報等の種類及び発表機関 

 

（注） 洪水予報区及び水防警報区は別表１３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい防災気象情

報開始に伴う文言

の追加・修正 
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２ 洪水予報の、情報名称、発表基準等 

 

 

 

 

 

２ 洪水予報の種類、危険度レベル、発表基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい防災気象情

報開始に伴う文言

の追加・修正 
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３ 水位周知河川の情報種類及び発表基準 

 

 

第２ 水防警報の種類等 

水防警報の種類、内容及び発表基準 

（略） 

 
（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 水防警報の種類等 

水防警報の種類、内容及び発表基準 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい防災気象情

報開始に伴う文言

の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句の修正 
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第３ 水防活動用気象予報・警報等の伝達 

（略） 

３ 水防警報の伝達 

（略） 

⑵ 旭川建設管理部所管 

 

第４節 水防信号 

 

法第２０条第１項の規定により、知事が定める水防信号は、次のと

おりである。 

１ 第１信号 

氾濫注意水位（警戒水位）に達したことを知らせるもの 

２ 第２信号 

消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの 

３ 第３信号  

水防管理団体の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせる

もの 

４ 第４信号  

必要を認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知

らせるもの 

第３ 水防活動用気象予報・警報等の伝達 

（略） 

３ 水防警報の伝達 

（略） 

⑵ 旭川建設管理部所管 

 

第４節 水防信号 

 

法第２０条第１項の規定により、知事が定める水防信号は、次のと

おりである。 

⑴ 警戒信号 

警戒水位（氾濫注意水位）に達したとき及び気象台から気象の通

報を受けたとき発する信号。 

⑵ 出動第１信号 

水防管理団体及び消防機関に属する者全員出動信号。 

⑶ 出動第２信号  

水防管理団体の区域内に居住する者の出動信号。 

⑷ 危険信号  

必要を認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことを知

らせる信号。 

 

 

 

 

 

北海道が行う水防

警報の伝達方法変

更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言等の修正 
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※ 地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて取り扱う。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 地震による堤防の漏水、沈下等の場合及び津波の場合は、上記に

準じて取り扱う。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言等の修正 
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第６節 水防通信連絡及び情報収集 

（略） 

第２ 気象予報及び警報、雨量・水位情報等の収集 

水防管理者又は水防に関係のある機関は、常に気象の状況に

注意し、必要と認めるときは、洪水予報、水防警報等の有無に

関わらずインターネット、テレビ、ラジオ等により気象情報の

収集に努めるものとする。 

１ 市町村向け情報提供 

 

 

 

 

 

 

第６節 水防通信連絡及び情報収集 

（略） 

第２ 気象予報及び警報、雨量・水位情報等の収集 

水防管理者又は水防に関係のある機関は、常に気象の状況に

注意し、必要と認めるときは、洪水予報、水防警報等の有無に

関わらずインターネット、テレビ、ラジオ等により気象情報の

収集に努めるものとする。 

１ 市町村向け情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報収集先におけ

る文言の修正 
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２ 一般向け情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般向け情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報収集先におけ

る文言の修正 
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第５章  水防活動 

（略） 

第１節 水防管理団体の非常配備体制 

第１ 市の非常配備体制 

水防管理者及び消防機関の長が指令する非常配備体制 

(削除) 

（旭川市地域防災計画風水害・雪害・火山災害対策編第２章第１節） 

 

（略） 

第６節 立退きの指示及び避難等 

 

第１ 立退きの指示 

法第２９条の規定に基づき、洪水等により著しく危険が緊迫し

第５章  水防活動 

（略） 

第１節 水防管理団体の非常配備体制 

第１ 市の非常配備体制 

水防管理者及び消防機関の長が指令する非常配備体制 

１ 市の非常配備体制 

（旭川市地域防災計画風水害・雪害・火山災害対策編第２章第１節） 

 

 

 

 

 

（略） 

第６節 立退きの指示及び避難等 

 

第１ 立退きの指示 

法第２９条の規定に基づき、洪水等により著しく危険が緊迫し

 

 

 

 

 

新しい防災気象情

報開始に伴う配備

基準の修正 
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ていると認められるときに、水防管理者は避難のための立退き

を指示することができる。また、指示をする場合は、その旨を

北海道知事（上川総合振興局長）及び当該区域を管轄する警察

署長に通知するものとする。 

（略） 

第６章  公用負担及び災害補償 

 

第１節 公用負担 

 

第１ 公用負担 

法第２８条第１項、第２項の規定により、水防のため緊急の必

要があるときは、水防管理者又は消防機関の長は水防の現場にお

いて、次の権限を行使することができる。また、水防管理者から

委任を受けた者も水防の現場において、同様の権限を行使するこ

とができる。 

なお、水防管理団体は法第２８条第３項の規定により、損失を

受けた者に対し、時価によりその損失を減償しなければならない。  

１ 必要な土地の一時使用 

２ 土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

３ 車両その他の運搬用機器の使用 

４ 排水用機器の使用 

５ 工作物その他の障害物の処分 

（略） 

 

 

 

ていると認められるときに、水防管理者が避難のための立退き

を指示することができる。また、指示をする場合は、その旨を

北海道知事（上川総合振興局長）及び当該区域を管轄する警察

署長に通知するものとする。 

（略） 

第６章  公用負担及び災害補償 

 

第１節 公用負担 

 

第１ 公用負担 

法第２８条第１項、第２項の規定により、水防のため緊急の必

要があるときは、水防管理者又は消防機関の長は水防の現場にお

いて、次の権限を行使することができる。また、水防管理者から

委任を受けた者も水防の現場において、同様の権限を行使するこ

とができる。 

なお、水防管理団体は法第２８条第３項の規定により、損失を

受けた者に対し、時価によりその損失を減償しなければならない。  

⑴ 必要な土地の一時使用 

⑵ 土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

⑶ 車両その他の運搬用機器の使用 

⑷ 排水用機器の使用 

⑸ 工作物その他の障害物の処分 

（略） 

 

 

 

語句の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付番の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

13 

第９章 

浸水想定区域内における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水防

止のための措置 

 

第１ 浸水想定区域内における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸

水防止のための措置 

法第１５条第１項の規定により、旭川市防災会議は、浸水想

定区域の指定があったときは、旭川市地域防災計画において、

当該浸水想定区域ごとに、次の事項について定めるものとす

る。 

１ 洪水予報、水位到達情報の伝達方法、その他人的災害を生ずる

おそれがある洪水又は内水に関する情報の伝達方法 

２ 避難所その他の避難場所及び避難路その他避難経路に関する事

項 

３ 災害対策基本法第 48 条第１項の防災訓練として市町村長が行

う、洪水又は内水に係る避難訓練の実施に関する事項 

４ 浸水想定区域内に次の施設がある場合にあっては、これらの施

設の名称及び所在地 

⑴ 要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児その他

の特に防災上の配慮を要する者が利用する施設）でその利用者

の洪水時又は内水時（以下、洪水時等という。）の円滑かつ迅速

な避難を確保する必要があると認められるもの 

⑵ 大規模な工場、作業場及び倉庫であって１０，０００㎡以上

の規模に該当するもので洪水時等の浸水の防止を図る必要があ

ると認められるもの（所有者又は管理者からの申し出があった

施設に限る。） 

第９章 

浸水想定区域内における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水防

止のための措置 

 

第１ 浸水想定区域内における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸

水防止のための措置 

法第１５条第１項の規定により、旭川市防災会議は、洪水予

報河川及び水位周知河川について、浸水想定区域の指定があっ

たときは、旭川市地域防災計画において、当該浸水想定区域ご

とに、次の事項について定めるものとする。 

１ 洪水予報、水位到達情報の伝達方法 

 

２ 避難所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に必要な事項 

 

 

３ 浸水想定区域内に次の施設がある場合にあっては、これらの施

設の名称及び所在地 

⑴ 要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児その他

の特に防災上の配慮を要する者が利用する施設）でその利用者

の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認め

られるもの 

⑵ 大規模な工場、作業場及び倉庫であって１０，０００㎡以上

の規模に該当するもので洪水時の浸水の防止を図る必要があ

ると認められるもの（所有者又は管理者からの申し出があった

施設に限る。） 

 

 

 

 

 

 

雨水出水浸水想定

区域の指定に伴う

文言の追加・修正 
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５ その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要

な事項 

 

第２ 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関

する計画等の作成 

法第１５条第１項の規定により旭川市地域防災計画に名称

及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理

者（以下「要配慮者利用施設の所有者等」という。）は、関係

機関の協力を得て、国土交通省令で定めるところにより、当該

要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難

の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を

作成するとともに、訓練を行わなければならない。 

（略） 

第３ 大規模工場等における浸水防止のための措置に関する計画等

の作成 

法第１５条第１項の規定により旭川市地域防災計画に名称及

び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、当該

大規模工場等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措

置に関する計画を作成するとともに、洪水時等の浸水防止のため

の訓練を実施するほか、自衛水防組織を置くよう努めるものとす

る。 

第４ 浸水被害軽減地区の指定等 

法第１５条の６の規定により、水防管理者は、洪水浸水想定区

域内で輪中堤防その他の帯状の盛り土構造物が存する土地の区

域であって浸水の拡大を抑制する効用があると認められるもの

を浸水被害軽減地区として指定することができる。 

（追加） 

 

 

第２ 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関

する計画等の作成 

法第１５条第１項の規定により旭川市地域防災計画に名称

及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理

者（以下「要配慮者利用施設の所有者等」という。）は、関係

機関の協力を得て、国土交通省令で定めるところにより、当該

要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の

確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作

成するとともに、訓練を行わなければならない。 

（略） 

第３ 大規模工場等における浸水防止のための措置に関する計画等

の作成 

法第１５条第１項の規定により旭川市地域防災計画に名称及

び所在地を定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、当該

大規模工場等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措

置に関する計画を作成するとともに、洪水時の浸水防止のための

訓練を実施するほか、自衛水防組織を置くよう努めるものとす

る。 

第４ 浸水被害軽減地区の指定等 

法第１５条の６の規定により、水防管理者は、洪水浸水想定区

域内で輪中堤防その他の帯状の盛り土構造物が存する土地の区

域であって浸水の拡大を抑制する効用があると認められるもの

を浸水被害軽減地区として指定することができる。 

雨水出水浸水想定

区域の指定に伴う

文言の追加・修正 
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１ 水防管理者は、浸水被害軽減地区の指定をしようとするときは、

あらかじめ、当該指定をしようとする区域をその区域に含む市町村

長の意見を聴くとともに、当該指定をしようとする区域内の土地の

所有者の同意を得なければならない。 

２ 水防管理者は、浸水被害軽減地区を指定するときは、国土交通省

令で定めるところにより、当該浸水被害軽減地区を公示するととも

に、その旨を当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村長及び

当該浸水被害軽減地区内の土地の所有者に通知しなければならな

い。 

３ 水防管理者は、浸水被害軽減地区を指定したときは、国土交通省

で定める基準を参酌して、市町村又は水防事務組合にあっては条例

で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、

浸水被害軽減地区の区域内に、浸水被害軽減地区である旨を表示し

た標識を設けなければならない。 

また、水防管理団体は、標識の設置により損失を受けた者に対し

て、時価によりその損失を補償しなければならない。 

４ 浸水被害軽減地区内の土地の所有者、管理者又は占有者は、正当

な理由がない限り、標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

５ 何人も、標識を水防管理者の承諾を得ないで移転し、若しくは除

却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。 

（略） 

 

 

 

 

(1) 水防管理者は、浸水被害軽減地区の指定をしようとするときは、

あらかじめ、当該指定をしようとする区域をその区域に含む市町村長

の意見を聴くとともに、当該指定をしようとする区域内の土地の所有

者の同意を得なければならない。 

(2) 水防管理者は、浸水被害軽減地区の指定するときは、国土交通省

令で定めるところにより、当該浸水被害軽減地区を公示するととも

に、その旨を当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村長及び

当該浸水被害軽減地区内の土地の所有者に通知しなければならな

い。 

(3) 水防管理者は、浸水被害軽減地区の指定したときは、国土交通省

で定める基準を参酌して、市町村又は水防事務組合にあっては条例

で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、

浸水被害軽減地区の区域内に、浸水被害軽減地区である旨を表示し

た標識を設けなければならない。 

また、水防管理団体は、標識の設置により損失を受けた者に対し

て、時価によりその損失を補償しなければならない。 

(4) 浸水被害軽減地区内の土地の所有者、管理者又は占有者は、正当

な理由がない限り、標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

(5) 何人も、標識を水防管理者の承諾を得ないで移転し、若しくは除

却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。 

（略） 

 

 

 

 

付番等の修正 
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組織変更に伴う修

正 
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河川名の追加・修正 
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（略） 

 

 

（略） 
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重要水防区域の修

正 
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新しい防災気象情

報開始に伴う氾濫

発生水位の追加 
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基準水位等の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

28 

（略） 

 

（略） 

 

河川名等の修正 
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（略） 

 

（略） 
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通信系統の修正 
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新しい防災気象情

報開始に伴う記載

内容の修正 
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